
平成２８年１２月 
 

山 形 市 

建設業者の皆様へ 

 

平成２９年１月より 

社会保険等未加入の建設業者との一次下請契約が原則禁止となります 
 

平成２９年１月１日以降に本市との間で新たに契約を締結する建設工事については、「建設工

事請負契約約款」に、社会保険等未加入の建設業者と一次下請契約を締結することを原則禁止と

することが盛り込まれます。 
 

○ 一次下請契約の相手方とすることができない建設業者 

  以下の①から③の届出義務を履行していない建設業者（※１） 

① 健康保険法第４８条の規定による届出の義務 

② 厚生年金保険法第２７条の規定による届出の義務 

③ 雇用保険法第７条の規定による届出の義務 
 
※１ 建設業法第２条第３項に規定する建設業者をいうものとし、したがって、軽微な工事のみを請け負うこ

とを業とする者は含まれません。また、雇用規模等により上記①～③の届出義務のない者を除きます。 
 
 
 ただし、社会保険等未加入の建設業者と一次下請負契約を締結しなければ施工が困難な場合等、特別の

事情（※２）があると発注者（市）が認めた場合に限り、当該未加入業者と一次下請契約を締結することがで

きます。 

 この場合は、「社会保険等未加入の建設業者との一次下請契約に関する理由書・誓約書」を提出してい

ただくとともに、当該一次下請業者に対して社会保険等への加入指導を行い、加入の事実を市に報告して

いただく必要があります。 
 
  ※２ 特別の事情とは、原則として、「特殊な技術、機器又は設備等（以下「特殊技術等」という。）を必要とする

工事で、特殊技術等を有するものと下請契約を締結しなければ契約の目的を達することができない、あるい

は目的を達することが困難となることが明らかな場合」とします。 

一方、以下のような例は「工事の施工が困難となる場合その他特別な事情」にあたらないものとします。 

・長年の元下関係があり他の業者では施工のマネジメントが出来ない場合 

・発注者との契約締結前に予め下請契約を締結していた場合 

・他の下請業者を探す時間的余裕がなかった場合 

・過去に同一箇所の工事を行った際に、下請として施工していた場合 

   

以下の場合は「契約違反」として、「指名停止措置」、「工事成績評定の減点」の対象となりま

す。 

○「社会保険等未加入の建設業者との一次下請契約に関する理由書・誓約書」（以下「誓約書」

という。）の提出がなく、一次下請負業者が社会保険未加入業者と判明した場合（提出した誓

約書に記載された理由が「特別の事情」に該当しない場合を含む） 

○ 誓約書を提出したうえで社会保険等未加入の建設業者と一次下請契約を締結した場合で、誓

約書に記載の期日までに加入事実の報告がなされない場合 
 

 

 
【問い合わせ先】 
 山形市まちづくり推進部 管理住宅課 工事契約係 

 TEL 023-641-1212（内線 462・463） 
 
 山形市上下水道部 総務課 契約係         

TEL 023-645-1177（内線 224） 


